予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名　 コミュニティ活動担い手養成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
環境生活部　環境生活政課　コミュニティ・生涯学習係
電話番号：058-272-1111（内2396）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 　　　　3,620千円（前年度予算額：5,376千円）

＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,376
	0
	0
	0
	0
	0
	278
	0
	5,098

	要求額
	3,620
	0
	0
	0
	0
	0
	286
	0
	3,334

	2月2日時点
査定額
	3,620
	0
	0
	0
	0
	0
	286
	0
	3,334

	決定額
	3,620
	0
	0
	0
	0
	0
	286
	0
	3,334


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
①コミュニティ診断士について
平成14年度から制度化（平成27年度までに309人を認定）
県と岐阜経済大学との連携により、地域コミュニティの再生・活性化を支
援する専門人材として養成・認定している。
地域課題の調査分析や地域課題の解決に向けた取組を支援している。

②現状と問題点

地域活動やコミュニティ診断士資格取得に関心はあるが、時間的制約等に
より診断士養成講座を受講することができない人に対し、各地で気軽に受講
できる講座の開催が必要である。

診断士資格を取得後に、診断士同士でスキルや活動経験を共有する仕組み
がないため、診断士を各圏域で組織化することが求められる。

診断士の活動開拓は各自に委ねられているため、診断士と地域の課題やニ
ーズのある現場をつなぐ仕組みづくりが必要である。
（２）事業内容

①地域活動人材養成入門講座

これから地域活動を始めたい人や関心のある人を対象に、講座を実施。本講座を通じ、地域課題解決のための活動を創出できる人材を養成する。
②コミュニティ診断士活動促進事業

診断士同士がノウハウや経験を共有し、互いのスキルを向上させるため、診断士で結成する組織の活動費（研修会・交流会の経費等）を支援する。また、新規認定者や診断士としての活動実績が少ない人を対象に、ファシリテーション能力を向上させる研修（講義＋実践）を開催し、診断士活動を行う自信を持たせ、活動を始めるきっかけづくりを行う。
地域活動を行うのは、住民であるが、立ち上げや継続的に活動を行うには、市町村職員の支援が必要となるため、市町村職員向けの講演と意見交換会を実施し、地域活動に対する意識の向上を図る。また、意見交換会に診断士を派遣し、市町村職員と診断士がつながるきっかけの場を提供する。

（３）県負担・補助率の考え方

地域コミュニティの再生・活性化を図るため、県内各圏域において、広域
的に人材を養成する事業であり、県が事業主体になることが妥当。

（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	1,409
	講師等謝金

	旅費
	1,331
	講師等費用弁償、職員旅費

	需用費
	309
	消耗品231　事務用品　会議費3 印刷製本費75

	役務費
	162
	連絡調整費 151  保険料　11

	委託料
	150
	業務委託

	使用料及び賃借料
	179
	会場借上料、研修機器借上料

	負担金
	80
	研修参加費

	合計
	3,620
	


	　決定額の考え方



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
【岐阜県長期構想】

Ⅳ　政策の方向性「清流の国ぎふ」の未来づくり

３　「清流の国ぎふ」づくり（「2020プロジェクト」）

（４）地域を支え、未来を担う人づくり
（２）後年度の財政負担

　　　５年を目途に事業の継続等について必要な検討を実施
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
（１）地域活動人材養成入門講座

これから地域活動を始めたい人や関心のある人を対象に、講座を実施。本講座を通じ、地域課題解決のための活動を創出できる人材を養成する。

（２）コミュニティ診断士活動促進事業

診断士同士がノウハウや経験を共有し、互いのスキルを向上させる

ため、診断士で結成する組織の活動費（研修会・交流会の経費等）を

支援する。また、新規認定者や診断士としての活動実績が少ない人を対象に、ファシリテーション能力を向上させる研修（講義＋実践）を開催し、診断士活動を行う自信を持たせ、活動を始めるきっかけづくりを行う。

地域活動を行うのは、住民であるが、立ち上げや継続的に活動を行うには、市町村職員の支援が必要となるため、市町村職員向けの講演と意見交換会を実施し、地域活動に対する意識の向上を図る。また、意見交換会に診断士を派遣し、市町村職員と診断士がつながるきっかけの場を提供する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	市町村と連携して実施した人材養成事業の参加人数
	（H  ）
	573
（H26）
	700
（H27）
	763
（H28）
	800

（H29）
	95.4％


	コミュニテイ診断士（認定者数累計）
	―人
（―）
	284人

（H26）
	309人

（H27）
	328人

（H28）
	430人

（H29）
	76.3％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
「岐阜県コミュニティ診断士活動促進事業要綱」を制定し、診断士のグループ活動を支援した。また、診断士に積極的に活動の場を提供した。５講座延べ３７人。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　診断士に積極的に活動の場を提供したことにより、診断士のスキル向上を図るだけでなく、市町村職員（現場）とのつながりを提供できた。診断士の活動の場が広がることが見込まれ、市町村の地域活性化が図られる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	人口減少や少子高齢化に伴い、地域活動の担い手が減少している。一方、ＮＰＯ、ボランティア、民間企業、大学など多様な主体が地域活動を展開しており、多様な住民の理解・参画を得られる活動・組織づくりや、地域外の人材・組織と連携した活動展開が必要となっている。このため、住民活動を支援する人材の養成及び確保が求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　近年、地域課題が多様化・複雑化しており、地域住民の力だけでは解決できない課題が顕在化している。このため、地域（団体）に対し指導や助言を行うアドバイザーや、住民が地域課題の解決について話し合うワークショップを支援するコーディネーターを派遣することにより、地域の課題解決能力の向上や活動を通じた地域の絆づくりが促進できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　コミュニティ診断士を圏域で組織化し、その活動（研修会・交流会等）経費を支援することにより、診断士同士がノウハウや経験を共有し、お互いに更なるスキル向上を図ることができ、活動の活性化が図られる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　地域の活動の担い手不足や高齢化が進んでおり、若者や労働者等新たな担い手を確保する必要がある。また、地域の課題を解決できるようにコミュニティ診断士のスキル向上を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　地域の活動の担い手不足を解消するため、地域づくり人材養成講座を開催市、新たな担い手の確保と既存の担い手の能力向上を図る。

研修会を開催するだけでなく、積極的に実践の場を提供し、コミュニティ診断士のスキル向上を図り、地域のニーズに応えられる診断士を養成する。



